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 Ⅰ  行政評価制度の必要性                       

 

１．制度運用の背景 

昨今、地方自治体を取り巻く状況は、少子高齢化の進行や情報化の進展、市

民の価値観の多様化、厳しい財政状況等、目まぐるしく変化している。 

このような状況の下、自己決定、自己責任を原則とする地方分権等が進展し

てきており、これまで以上に自治体の経営能力が問われるようになっている。 

根室市は、「第９期根室市総合計画（平成 27 年３月策定）」の着実な推進等

が求められており、今後 10 年間、行政活動は量から質へ転換を図るなど、より

一層施策の重点化を図っていく必要がある。 

そのためには、これまでの事務事業等の推進手法を踏まえつつ、限られた資

源（人、財源）を有効かつ効率的に活用しながら、様々な政策課題に対して、

自らの責任において主体的かつ柔軟に対応できるよう行政体質を強化し、市民

の視点を踏まえながら時代の要請に的確に応えていく仕組みが不可欠であり、

それを実現する手法として平成 22 年９月に導入した「根室市行政評価システ

ム」の果たす役割は益々高まっている。 

 

２．制度運用に期待される効果 

行政評価の基本は、企業経営等に用いているマネジメントサイクル（計画、

実施、評価、改善）を行政運営に活用する仕組みであり、下記「表１」のとお

り事務事業等の計画・目標を立て、実施し、評価し、その評価に基づき改善案

を見出し、次年度以降の計画・目標に反映させ、更には、事務事業自体のスク

ラップアンドビルドに効果を発揮する。 

また、根室市は、公債費や扶助費、他会計繰出金の増嵩のほか、地域防災や

公共施設の老朽化対策等、引き続き大きな行政需要が見込まれるところであり、

第９期根室市総合計画の着実な推進を図るためには、行政評価制度の運用を通

じ、歳入歳出全般にわたる一体的な見直しを推し進め、財政基盤の強化が期待

される。 

 

 表１ 行政評価マネジメントサイクル 

項目 内容 

計画（Plan） 数値目標や客観的な指標の設定 

実施（Do） 設定した計画・目標に基づく具体的な事務事業の実施 

評価（Check） 達成度を通じて事務事業の実施内容の客観的な検証 

改善（Action） 評価を踏まえた事務事業や計画・目標の見直し 

 

３．制度運用の期間 

第９期根室市総合計画に連動し、平成 36 年度までの 10 年間とする。 
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 Ⅱ  行政評価制度の目的                        

 

１．評価の目的 

行政評価制度は、単に事務事業等を評価して、その結果を予算査定に活かし

て終わりではない。下記「表２」に掲げるとおり、行政が実施する「政策」「施

策」「事務事業」について、客観的かつ多角的な評価検証の結果を振り返り、施

策や事務事業の優先化・重点化を厳しく精査し、限られた行政資源（人、財源）

を有効活用することにある。 

また、より効率的かつ効果的な行政運営への移行や、多様化する市民ニーズ

への対応、更には、行政の信頼性及び透明性の向上と市民への説明責任を果た

すため手段となる。 

 

 表２ 行政評価の主たる目的 

項目 内容 

① 市民への説明責 

任と情報公開 

 行政に求められる透明性、公平性の確保 

 何を目指し、如何に効果的、効率的に仕事を

進めているかを市民に判り易く説明 

② 行政資源の効果的 

配分と効率的な活 

用 

 成果に基づきコスト等を客観的に評価する

ことで、行政サービスの重点化や再編に結び

付き、限られた行政資源を効果的・効率的に

活用 

③ 成果重視による行 

政経営の実現 

 「いくらお金をかけたか」ではなく、「その

成果として何が生まれるか」を重視 

 人員や予算はあくまでも目標達成のための

手段であり、市民が実感できる成果重視型の

行政運営の推進 

④ 職員の企画立案能 

力、政策形成能力 

の向上 

 市民の視点に立った行政運営の推進 

 「目的志向」「顧客志向」「成果指向」といっ

た経営的観点から仕事を見つめ直し、政策形

成能力を向上 

 

２．行政評価の構成 

行政評価の構成は、第９期根室市総合計画で掲げた中長期的な目標に対し、

その成果や達成度等について包括的かつ体系的に評価することに主眼を置き、

「政策評価」「施策評価」「事務事業評価」の三層で構成する。 

特に「事務事業評価」は、行政評価全般の基礎となるものであり、職員一人

ひとりがその重要性を十分に理解する必要がある。 
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【総合計画】 【行政評価】 

 

 

 

３．第９期根室市総合計画と行政評価の関係 

根室市は、“海と大地に根ざす『生産・交流都市』ねむろ」”を将来都市像と

する第９期根室市総合計画の推進に当たり、客観評価や市民満足度等の成果指

標を設定し、その達成度や進捗状況等に応じて、必要な事務事業の改革、改善

に取組むこととしている。 

具体的には、平成 37 年を目標年次として、７つの政策目標・構想推進方針を

始め、57 の施策や 110 の成果指標を示し、152 の事務事業を実施計画に位置付

けたところである。 

こうした様に、下記「図１」に示すとおり、総合計画を行政評価の体系で捉

えた場合には、基本構想の部分を政策レベル、基本計画の部分を施策レベル、

実施計画の部分を事務事業レベルでそれぞれ評価できる仕組みとなっており、

全庁的に行政評価を進めることによって、総合計画の進行管理に大きく寄与す

るものである。 

 

図１ 第９期根室市総合計画の政策・施策体系と行政評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

注１）「基本構想」とは、将来都市像及び政策目標等の大綱を示すもの。 

注２）「基本計画」とは、政策目標等を踏まえた施策の具体的な方策や成果指 

標を体系的に示すもの。 

  注３）「実施計画」とは、基本計画に基づく財源の裏付けを伴う具体的な計画 

    であり、施策を実現するための事務事業を示すもの。 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

目的

手段

７つの政策目標・構想推進方針 

152 の事務事業 

政策評価

施策評価

事務事業評価

57 の施策、110 の成果指標 
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 Ⅲ  行政評価の主体・視点等                        

行政評価の運用に当たっては、下記「表３」に示すとおり、評価の種類別に

その主体や視点、内容等を予め定める。 

 

表３ 評価の種類別による主体・視点等 

評価の種類 概要 

政策評価  評価する主体 

  市長、副市長、教育長、及び部長職 

 評価の視点： 

市政に対する市民意識全般 

 評価の内容： 

総合計画（基本構想）の政策体系に基づき、７つの政

策目標・構想推進方針レベルで目標を掲げ、総括評価と

して複数年（概ね５か年）で達成度を測り、市民満足度

の向上を目指す。 

施策評価  評価する主体 

  総合政策部 

 評価の視点： 

市民満足度の推移、施策指標の達成度 

 評価の内容： 

総合計画（基本計画）に掲げる 57 施策について、毎

年度、その市民満足度や施策指標など、110 指標の達成

度を定量的な評価によって５段階で測り、施策内の事

務事業の最適な組合せ等を検証する。 

事務事業評価  評価する主体 

  庁内各所管部局（内部評価） 

  市民参画による協働評価（外部評価） 

 評価の視点： 

  事務事業の進捗状況、行政コスト評価 

 評価の内容： 

総合計画（実施計画）登載の各担当部署が実施する

152 事務事業について、毎年度、その必要性や緊急性、

手段の適正性、公平性、有効性の視点から継続的に評

価・見直しを行い、課題整理や今後の方向性を導く。 

 その他 

事務事業評価については、事前、並びに中間・事後の

評価を実施し、職員一人ひとりの職務遂行意識の高揚

を喚起する。 
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 Ⅳ  行政評価の実施方法                      

 

１．政策評価 

政策評価は、総合計画（基本構想）の政策体系に基づき、７つの政策目標・

構想推進方針について、以下の「施策評価」や「事務事業評価」の達成度等を

踏まえ、複数年（概ね５か年）で到達度を測り、平成 32 年度及び平成 37 年度

にそれぞれ総括した評価を取りまとめ、その内容について公表する。 

 

２．施策評価 

施策評価は、総合計画（基本計画）に掲げる 57 施策について、平成 28 年度

から毎年６月に、市民３千人を対象に「市民意識調査分析」を行い、110 の成

果指標の進捗を把握し、下記「表４」に示すように、直近の目標値に対する到

達度から多角的にＡランクからＥランクまでの５段階で評価し、その結果を取

りまとめ毎年 10 月に公表する。 

 

表４ 施策評価の判定方法 

区分 目標に対する到達度（％） 総合評価 

Ａ 90％以上 順調 

Ｂ 70≦達成度＜90％ 

Ｃ 50≦達成度＜70％ 概ね順調 

Ｄ 30≦達成度＜50％  

やや遅れている Ｅ 30％未満 

 

３．事務事業評価 

 

(1) 外部評価（外部再点検） 

① 対象事務事業 

市民や有識者等の視点から見直しの方向性を議論することが有意義と考

えられる事務事業を対象とし、毎年度、10 事務事業程度を選定する。 

  ② 外部評価委員 

第９期根室市総合計画の策定に参画した「根室市まちづくり市民会議」

の構成委員から外部評価委員を選任するほか、16 歳以上の市民委員を公募

するものとし、その委員構成や外部評価の進行方法は別に定める。 

  ③ 評価結果の取扱い 

評価結果は、事務事業の所管部局へフィードバックし、その対応につい

て検討を行い、所管部局としての方針を決定した後、最終的な方針を市長

が決定するものとし、あくまでも事務事業の在り方を検討するための判断

材料の一つとして活用する。 
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 (2) 事前評価 

① 対象事務事業 

第９期根室市総合計画（第１次実施計画）に登載する 152 の事務事業、

及び実施計画に新たに登載する事務事業を事前評価の対象とする。 

② 実施年度 

平成 28 年５月（平成 27 年４月時点に遡及）に実施するほか、新たな事

務事業を計画する場合については、当該事務事業を総合計画（実施計画）に

登載した初年度の５月に実施する。 

③ 評価方法 

ア.事務事業体 

系の確認 

 評価単位となる事務事業について、その目的を踏

まえ、事務事業が総合計画の体系のどこに位置す

るのかを整理する。 

イ.事務事業内 

容の確認 

 事務事業の目的を整理し、事務事業の実施によっ

て、どのような成果を得ようとしているのか、ま

た、事務事業の目的や成果に対する目標値の設定

や維持管理及び成果の達成状況等に関して整理

する。 

ウ.事務事業の 

効果 

 事務事業の実施に伴い、市民との協働、バリアフ

リー、環境への配慮などについて整理する。 

エ.評価の視点 

 

 「市民ニーズ」「市が実施の必要性」「緊急性」「手

段の適正性」「公平性」「事業の有効性」といった

視点から事務事業内容の評価を行い、実施にあた

っての今後の予定や課題などを整理する。 

オ.今後の事務 

事業の進め 

方 

 事務事業内容やその効果、評価結果などをもと

に、総合政策部としての意見を付す。なお、所管

部局は、付された意見を踏まえた上で、その事業

の方向性とその選択に至った判断根拠や意見を

整理する。 

カ.確認  判断根拠や意見整理が反映されているかどうか

を確認する。 
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(2) 中間・事後評価 

① 対象事務事業 

毎年度の第９期根室市総合計画（実施計画）に登載し、事前評価を行った

事務事業について中間・事後評価の対象とする。 

② 実施年度 

平成 28 年から平成 37 年までの毎年６月に実施する。 

③ 評価方法 
 

ア.事務事業体 

系の確認 

 評価単位となる事務事業について、その目的を

踏まえ、当該事務事業が総合計画の体系のどこ

に位置するのかを整理する。 

イ.事務事業内 

容の確認 

 事業の目的（対象、手段、どのような状態にし

たいか）を整理する。 

 外部環境（社会経済情勢の変化、法改正、市民

ニーズ、課題）を整理する。 

ウ.評価指標の 

設定 

 活動指標を設定し評価する。 

 指標はわかりやすく、手段と意図が明らかとな

るようにし、指標に対する数値目標を設定す

る。 

エ.事務事業の 

見直し状況 

 前年度に掲げた改革・改善計画及び課題につい

て、当該年度の取組みを整理する。 

オ.事務事業の 

評価 

 「意図する成果に有効に結びついているか」

「市以外（企業、ＮＰＯ、町内会等）が事業主

体になれる代替性があるか」「事業内容の見直

しの余地があるか」「事業費を節減できる工夫

案があるか」「他の事業との統合の可能性があ

るか」「受益者への負担の可能性があるか」と

いった視点から事務事業内容の評価を実施す

る。 

カ.改善方法と 

考え方 

 所管部局は、評価の結果を踏まえ、今後の方向

性や改革・改善計画及び効果、課題などについ

て整理する。 

キ.確認  判断根拠や意見整理が反映されているかどうか

を確認する。 
 

注）その他、事務事業に要した「単位コスト」を算出する。 
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 Ⅴ  事務事業評価フロー                        

 

１．平成 27 年度、並びに新規の事務事業を総合計画に位置付けた年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）平成 27 年４月時点に遡及するもの。 

 

２．平成 28 年度～平成 36 年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

事前評価（事務事業評価） 
〔所管部局〕 

評価に対する意見 
〔総合政策部〕 

総合政策部で付された意見を踏まえ、事務事業の方向性とその選択
に至った判断根拠や意見を整理 〔所管部局〕 

総合政策部の意見に対して判断根拠や整理が反映されているか
確認した上で、「事務事業の優先順位・取捨選択」「事務事業
費の調整・査定」に反映 

〔総合政策部・総務部〕 

中間・事後評価 
（事務事業評価） 
〔所管部局〕 

整理 整理 

内部仕分け 
（10 事務事業程度を抽出） 

〔庁議〕 

外部評価 
〔まちづくり市民会議〕 

 
〔外部評価委員会〕 

外部評価や所管部局の評価結果（事前評価時の意見が整理されてい
るかを含む）を踏まえたうえで、「事務事業の優先順位・取捨選
択」「事務事業費の調整・査定」に反映 

〔総合政策部・総務部〕 

継続事務事業（次年
度）に整理・反映 
〔所管部局〕 
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 Ⅵ  事務事業評価実施スケジュール（予定）                   

 

１．平成 27 年４月時点に遡及して平成 28 年度に実施する事項 

事前評価実施 

４月下旬～ 

５月下旬 

  

事前評価意見調整（総合政策部） 

総合政策部意見等フィードバック 

ヒアリング（判断根拠・意見聴取） 

 

２．平成 28 年度～平成 36 年度 

中間・事後評価実施 
６月上旬～ 

６月下旬 

内部仕分け（庁議） 
８月上旬 

 ８月中旬 

外部評価委員選任・公募委員募集 
８月中旬～ 

８月下旬 

外部評価／第１次実施（５事務事業） 
９月上旬 

 

外部評価／第２次実施（５事務事業） 
10 月上旬 

 

外部評価結果の公表（パブリックコメント） 
10 月下旬 

 

外部評価意見等フィードバック 
11 月中旬 

 

当初予算要求ヒアリング（判断根拠・意見聴取） 
12 月下旬～ 

1 月下旬 

事業取捨選択・査定等（庁議） 
1 月中旬 

 

外部評価結果に対する市の方針公表（予算発表時期） 
２月上旬 
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《附属する資料》 

資料１ 事務事業評価（事前評価）シート ＜表面＞ 

 

 

 

  

事業区分

事業番号

H27 H28 H29 H30 H31 総事業費

成　果

（単位：千円）

運営方法

概算人件費

維

持

管

理

維

持

管

理

費

施設維持費

人員(人工）

職員費

総事業費

国庫支出金

地方債

その他

事務事業評価（事前評価）シート

１　施策体系

28

31

27

２　事務事業の目的

３　事務事業の概要

□直営（市が直接実施）　　□補助（民間等に補助）　　□委託（民間等に委託）　　□その他

□自治事務　　□法定受託事務

30

概　　要

事務区分

目　的

年　度

事

務

事

業

の

概

要

内

訳

管理主体

道支出金

29

事業費

合計／年

主管課（担当名）

事務事業名

施策体系との関連
施策区分

□実施計画

□重点プロジェクト

施策目標

一般財源

実施方法

事

業

費

と

内

訳
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 事務事業評価（事前評価）シート ＜裏面＞ 

 

  

ア．

作成年月

活

動
指

標

カ．

取組みに当たって

期待される効果など

５　事務事業の効果について

□緊急性が高い　　□緊急性はある　　□緊急性はない

目標値

（H32）

目標値

（H37）

ア．

事業の緊急性

市民ニーズ

市が実施する

必要性

□かなりのニーズがある　　□ニーズはある　　□ニーズはあまりない

事業の有効性

□公平性は高い　　□概ね公平である　　□改善の余地はある

４　事務事業の現状と課題

６　評価の視点

事務事業改善策

（継続事業のみ記入）

計画値

（H27）
指　標　名

オ．

□本事業の有効性が高い　　□本事業の有効性がある　□既存事業と大きな差はない

□適切である　　□現状として妥当である　　□検討の可能性はある

エ．

イ．

７　今後の事業の進め方

総合政策部で

付された意見

アを踏まえ、担当

部局の方針

□計画どおり着手が適当　　□再検討し実施する　　□着手を延期する

ウ．

イ．

□市が実施すべきである　　□市の実施について検討の余地あり　　□市以外で実施可能である

手段の適切性

事業の公平性
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資料２ 事務事業評価（中間・事後評価）シート ＜表面＞ 

 

 

 

 

 

 

  

H28 H29 H30 H31

1

2

3

4

施策体系との関連

２　事務事業の概要と目的

職員人件費　（＝人員（人工）×8,769千円）

活動内容

（事業の概要や具体的な内容、

方法など）

３　事務事業の現状

目標値
（H32）

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

地方債

一般財源

人員（人工）

活動指標名

事業事業評価（中間・事後）シート　【平成   年度】

主管課名（担当名）

事務事業名（事業番号）

１　施策体系

対　象

国道支出金

内

訳

H27決算 H28予算

事業費　（＝下記内訳計）

目標値
（H37）

事務や事業が対象としている人
や団体など

意　図

（どの様な成果を得ようとしてい

るのか）

H27予算

施策区分

施策目標

その他

実績値
計画値
（H27）

対象者の今後の予想

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

重点プロジェクト □該当　　□非該当
□自治

□法定受託

□中間

□事後

事業番号

評価時期 事務区分
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 事務事業評価（中間・事後評価）シート ＜裏面＞ 

 

 

今後の方向性

受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可能

性はありますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

見直し状況

６　事務事業の今後の方向性

□ある　　□一部ある　　□ない

エ．

オ．

□可能　　□一部可能　　□不可能

□ある　　□一部ある　　□ない

イ．

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　□既に負担がある

□ある　　□一部ある　　□ない

単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは

ありますか

□検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

ウ．

意図する成果に有効に結
びついていますか

市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

ア．

今後の動向・市民ニーズなど

５　事務事業の評価

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

作成年月日

□現状のまま継続

□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（H　　年度末終了予定）
□休止

□廃止
□完了

□結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．


